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研究成果の概要（和文）：高齢者は複数の慢性疾患に罹患（多病）していることが多く、薬物有害事象のリスク
が高い多剤併用（ポリファーマシー）の状態となることが多い。介護老人保健施設（老健）への入所は、要介護
高齢者の薬剤処方を見直す良い機会となる。一方で、ほぼすべての薬剤が介護保険からの支払いに包括されるた
め、経済的な制約の中で薬物療法を提供する必要もある。そこで、本研究では、老健入所者に対する薬物療法の
実態として、薬剤種類数、高齢者に特に慎重な投与を要する薬物（PIM）及び薬剤費に焦点を当てて明らかにし
た。

研究成果の概要（英文）：Older people commonly have some chronic diseases (ie, multimorbidity) and 
receive a number of drugs (ie, polypharmacy), which potentially cause adverse drug events. Admission
 to an intermediate care facility for older adults (Roken) can be a good opportunity for medication 
review for older people with disabilities. Since a bundled payment is applied for most of drugs, 
medical directors at Rokens take into account drug costs to determine pharmacotherapy for their 
patients. This study evaluated pharmacotherapy in residents of Roken, focusing on the number of 
drugs prescribed, potentially inappropriate medications, and drug costs.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
超高齢社会である日本において、高齢者が適切に医療や介護を受けることができる環境作りは益々重要になって
いる。本研究では、まず、介護老人保健施設による薬剤費負担の課題について、施設の負担を軽減し、必要な人
が必要なときに介護老人保健施設に入所してサービスを受けられるような仕組み作りについて提案した。また、
入所者の薬物療法を最適化するために、高齢者の安全な薬物療法ガイドラインの活用が効果的である可能性があ
ることを示した。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 
高齢者は複数の慢性疾患に罹患（多病）していることが多く、薬物有害事象のリスクが高い
多剤併用（ポリファーマシー）の状態となることが多い〔Dumbreck S, et al. BMJ 2015〕。つ
いては、疾患ごとに薬剤を処方するのではなく、薬剤処方の見直しを行い、適切な場合には中
止するなど〔Frank C, et al. CMAJ 2014〕、全人的な視点での薬物療法の実施が求められる。 
介護老人保健施設（老健）は、要介護者に、医学的管理、看護・介護、リハビリテーション
等を提供し、在宅復帰に導くことを主たる目的とする介護保険施設である。通常、ひとりの医
師が入所者の治療にあたるため、複数の医療機関や医師を受診する場合に比べ、全人的な治療
アプローチがとりやすく、薬剤処方を見直す良い機会となる。 
一方で、老健は保険医療機関ではなく、ほぼすべての薬剤が介護保険からの支払いに包括さ
れるため、薬剤費の高い（薬物治療ニーズの高い）要介護高齢者の受け入れは、施設にとって
負担となる。また、入所者に対しても、経済的な理由から高額な薬剤の処方を控える可能性も
ありうる状況である。 
現状として、老健を含む介護施設に入所した要介護高齢者の薬物療法の検討は、比較的小規
模な調査に限られている。 
 
２．研究の目的 
 
本研究の目的は、老健入所者に対する薬物療法の実態として、薬剤種類数、高齢者に特に慎
重な投与を要する薬物（potentially inappropriate medications；PIM）及び薬剤費に焦点を当
てて明らかにすることである。 
 
３．研究の方法 
 
（１）薬剤費の検討 
全国老人保健施設協会（全老健）の調査研究事業（2015及び 2016年度に実施）で得られた
データを用いた。全老健加盟の全施設に郵送にて調査票を送付し、入所者の背景情報（年齢、
性別、要介護度、自立度等）及び入所時から入所 2 ヵ月後までの処方薬について調査された。
一般に、老健では、入所時に薬剤処方の見直しが行われることが多いため、その影響も含めた
実態把握が行えるようなデザインとなっている。 
本研究では、65歳以上で 2ヵ月間連続して在所していた入所者を対象として、入所時及び入
所 2ヵ月後のひと月あたりの薬剤費を薬価と投与量から算出した。評価対象は、介護保険の包
括内となる定期処方薬（頓服指示の記録のある薬剤を除く）に限定し、抗がん剤等の医療保険
から算定できる薬剤は含めなかった。入所者特性（性別、年齢、要介護度及び入所前の主な居
場所）と薬剤費との関連について、一般化線形モデルを用いて評価した。薬剤カテゴリーごと
の使用者数や薬剤費、後発医薬品の使用状況についても評価した。 

 
（２）薬剤種類数及び PIMの検討 
調査協力が得られた老健 2施設において、2013年～2015年に当該施設に初めて入所（対象
とした入所前 1 年間に当該施設への入所なしと定義）した 65 歳以上の要介護高齢者のうち、
30日以上在所していた人を対象とした。老健への入所直後に処方の見直しが行われることが多
いため、入所 1ヵ月時の処方薬（頓服薬を除く）を評価対象とした。PIMの評価は、高齢者の
安全な薬物療法ガイドライン 2015 を用いて行った。記述統計を用いて、要約統計量を算出し
た。 
 
４．研究成果 
 
（１）薬剤費の検討 
解析対象となった 1,324人（350施設）
において、薬剤費には大きなばらつきが
みられた（図 1）。入所時の薬剤費（中央
値）は 7,955円であったが、入所 2ヵ月
時は 4,700円であり、入所後に薬剤費の
低下がみられた。平均値では、入所時
10,800 円、入所 2 ヵ月時 7,300 円であ
り、32%の低下がみられた。 

 
図 1：薬剤費の分布 

 



 
薬剤費と介護報酬を規定する重要な因子である要介護度との間には明らかな関連はみられな
かった。すなわち、現行の報酬体系では、老健における薬剤費の負担が適切に反映できていな
い可能性があり、医療保険から算定可能な薬剤の範囲を適時的に見直すべきではないかという
提言を行った。 

 
入所時及び入所2ヵ月時において、抗認知症薬の使用者は減少したものの（18.0%から12.1%）、
全薬剤費に占める割合はいずれの時点でも最も高かった（15.4%から 12.4%）。降圧薬及び胃酸
分泌抑制薬は全薬剤費のうちそれぞれ 11%及び 7%を占めていたが、いずれも約半数の入所者
が使用しており、ひとりあたりの薬剤費でみると比較的低額であった。ひとりあたりの薬剤費
が高額であった薬剤としては、抗認知
症薬（入所時 9,300円、入所 2ヵ月時
7,500円）に続き、抗パーキンソン病
薬があり、入所時 7,200円及び入所 2
ヵ月時 4,700円であった。 

 
薬剤費に影響する因子として、減薬
や同種同効薬間の切り替えだけでは
なく、先発医薬品から後発医薬品への
切り替えもある。検討した 9つの薬剤
カテゴリー／クラスのすべてにおい
て、入所後に後発医薬品の使用割合は
増加した（図 2）。 
 
 
（２）薬剤種類数及び PIMの検討 
解析対象者数は 2 施設合計で 328 人であり、女性が 68%、年齢は 83±7歳（平均±標準偏
差）であった。薬剤種類数は 5.4±2.8種類（平均±標準偏差）であり、多剤服用の目安として
6 種類以上の処方は 45%にみられた。PIM の処方は全体の 64%にみられ、薬剤種類数が 6 種
類以上の入所者では 81%、5 種類以下では 51%と、薬剤種類数が多いと PIMの処方割合も高
かった。頻度の高かった PIM は、利尿薬 33%、ベンゾジアゼピン系薬剤・非ベンゾジアゼピ
ン系睡眠薬 29%及び H2受容体拮抗薬 20%であった。多剤服用の入所者の大半が PIMの処方
を受けていることから、高齢者の安全な薬物療法ガイドライン 2015を活用した PIMの処方見
直しがポリファーマシーの解消に有効である可能性が示唆された。 
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図 2：後発医薬品の占める割合 
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